
 

 

介護保険制度の改善を求める意見書 

 

 我が国の高齢化は急速に進行し、介護や介助を必要とする高齢者が増加し続け

ています。このような中、平成２７年度の介護保険料改定によって保険料は全国

では月額平均５，５１４円、愛知県においても５，１９１円へと高くなり、高齢者

にとって大きな負担となっています。 

 また、平成２６年６月改正の介護保険法により、要支援者の訪問介護と通所介

護を市町村の地域支援事業へと移すこと、一定所得以上の高齢者は利用料を１割

から２割に引き上げること、特別養護老人ホームの入所者は要介護３以上にする

ことなど、給付の制限が行われています。参議院の付帯決議では、「専門職による

サービス提供が相応しい利用者に対して、必要なサービスが担保される」ことと

あり、国会決議の実行が求められています。 

 さらに、平成２７年度の介護報酬引き下げによって、事業所閉鎖や職員の賃金

引下げを予定する事業所も出ており、利用者・事業者･職員にとって深刻です。介

護施設の減少や職員の離職率上昇が生じるようなことはあってはなりません。 

 よって、国におかれては、介護保険制度の長期にわたる安定的な運営を確保す

るため、次の事項の早期実現を強く要望します。 

 

記 

 

１． 介護保険への国庫負担割合を引き上げ、保険料負担の軽減と給付の改善を

すすめてください。 

２． 軽度者外しはやめてください。 

３． 介護報酬を再改定し、事業所閉鎖などサービス提供の低下を防ぐとともに、

介護・福祉労働者の安定雇用のために処遇を改善してください。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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